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はじめに
2016年中国統計局の「中国女性発展綱要（2011 ～
2020）」中期観測報告によると、2015年女性就業者は就
業者総数の42.9％を占める。中国では2016年1月1日、「人
口及び計画出産法」2という人口政策の一環となる法律の
改正により全面的に第二子を生むことを提唱すること
になった。その結果、2018年の出生人口は1523万人で、
2017年より200万人減少した。全出生人口の中の半分以
上の子どもは第二子として生まれている。だが、第二
子を生むことを提唱するとともに子どもの保育をどの
ようにするかが問題となっている。とりわけ、0 ～ 3歳
未満の子どもの公的な保育制度が整備されていない中
国では、第二子を生むことを提唱する一方で、0 ～ 3歳
未満の子どもたちの保育をどうすべきか考えなければ
ならない状況にある。実は、中国政府は子育て支援に
関連する政策を打ち出した。2012年に、「女性職員の労
働保護特別規定」により、出産休暇が98日（産前15日
を含む）とされた。2016年に「人口及び計画生産法」
が改定され、「法律・法規の規定に該当し子女を出産す
る夫婦は、出産休業の延長の奨励、その他福利待遇を
1 本文の保育は中国の「託育」を指す。
2 「人口及び計画出産法」第18条。
受けられる」と定めた。また、各省の条例により、産
後休業を追加でき、一部の省では、男性も育児休業を
取得できるようになった。しかし、0 ～ 3歳未満の子ど
もの保育機関が少なく、産休明けで保護者が働き続け
ようとする場合は、子どもを民間事業者が運営する預
かり施設や機関に預けるか、祖父母に養育されるとい
う家族のサポートによるか、あるいは子守りを雇うか
などの子育ての選択になっている。その結果、2017年
の「0 ～ 3歳未満の子ども託育サービス業白書」によれば、
中国子どもの入所率はわずか4.1％である。0 ～ 3歳未満
の子どもの公的な基準やそれに合わせて運営される保
育機関はごく一部の地域にしかない3。
従って、現在、産休明けから3歳未満の子どもの保育
は両親以外の主たる保育手段が祖父母の協力、民間託
児事業の利用や子守りを雇うことなどになる。
この現状に対して、本稿では、中国成立後の経済体
制の下で保育はどのように変化したのかを明らかにす
ることを目的とする。
中国の経済体制は、一般的に、計画経済期、計画経
済期から市場経済期への移行期、市場経済期という三
段階に分けられている。まず、第1期、1949年の中華人
民共和国建国後の「第一次五カ年計画」に全面的に導
入した計画経済期である。次に、第2期、鄧小平の指
導体制の下で、1978年12月に開催された中国共産党第
3 2018年4月 上 海 市 人 民 政 府 は「 関 与 促 進 本 市3歳 以 下 幼 児 託
育服務工作的指導意見」と「上海市3歳以下幼児託育管理暫行方法」
を公布し、3歳未満の保育の基準などを定めている。
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十一期中央委員会第三回全体会議で提出された中国国
内体制の改革および対外開放政策以降は市場経済への
移行期となった時期である。そして、第3期、1992年10月、
中国共産党第十四期全国人民代表会議において、社会
主義市場経済体制の確立が提起された以降が市場経済
期である。
以下、この三期の中で保育がどのように変化してい
るかを整理する。
「用語説明」
【幼児園】：幼児教育を実施する組織は幼児園である。
【託児所】：1949年から1956年までは子どもを預かる場
であった。1956年から衛生部門が管轄され、0 ～ 3歳未
満の子どもが保育・教育される場所となった。
【早期教育・発達指導基地(センター )、早期教育機関、
親子園】：政府設置または民間投資により、乳幼児期の
親子を対象とした場所である。主に、乳幼児の家庭教
育相談や指導を行う。
1．中国成立後から改革開放までの
計画経済期（1949年〜 1977年）
中国成立後計画経済が導入されたことにより、社会
に影響を与えたと同時に、保育の変化も現れた。これ
は二つの段階があり、第1段階は中国成立後から1955年
まで子どもを預かる場の増設期である。第2段階は1956
年から1977年まで保育制度の萌芽が見られる期である。
【第1段階：中国成立後から1955年までの子どもを預か
る場の増設期】
中国成立以降、毛沢東は「三年準備、十年経済建設」
を指示した。1953年に第一次五カ年計画を実施したこ
とにより、計画経済体制が確立された。社会主義計画
経済を実施し始めた中国の女性労働については、1950
年に、公布された「中華人民共和国婚姻法」により、「男
女の権利平等」が定められ、女性の解放が目指された。
また、1951年の「中華人民共和國労働保険条例」4により、
女性労働者が産前産後合計56日の有料休暇を得られる
上に、現物給付も定められた。
一方、1951年10月1日に政務院は「学制改革について
の決定」を公布し、「幼児教育を実施する組織は幼児園
である」ことを明確に規定している。
その後、1952年、中国教育部は「幼児園暫行規程草
案」を公布し、幼児園は全日制を原則とする方針で、3
～ 6歳の子どもが入園でき5、幼児の1日の在園時間を8時
間から12時間までに変更した6。また、親の多様なニーズ
に合わせて、夏・冬休みを取らずに寄宿制幼児園と季
節性幼児園が開設された7。そのうえ、1955年1月の「工
鉱、企業自らに応じて中学校、小学校幼稚園を設立す
るに関する規定」により、企業は需要に応じて自ら小・
中学校や幼稚園を設立することと規定している。しか
し、0 ～ 3歳未満の子どもの託児所に関することが言及
されていない。ところが、企業は計画目標を達成しよ
うとする施策が女性を社会参加させるため、子どもを
預かるという機能を果たしている託児所を大量に増設
したことである。その中で、工鉱、企業と農村合作社
に開設された託児所が急速に増加した。中国成立初期
では、1950年から1954年まで、託児所が持続的に増加
する傾向が見られる（図-1）。
図-1　中国成立初期の託児所の数
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出所： 2017年「0～3歳未満の子ども託育サービス業白書」
により、筆者訳
4 ｢中華人民共和國労働保険条例」第16条
5 「幼児園暫行規程草案」第4条
6 同上第5条
7 同上第6条
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【第2段階：保育制度の萌芽が見られる期】
託児所を増設すると同時に、1956年2月、中国教育部
衛生部と内務部が連名で「託児所と幼児園の発展につ
いての通知」を発表し、政府が運営する託児所や幼児
園はモデル施設の役割を果たし、工場や企業団体、農
村の生産隊などが託児所、幼児園を設置することを奨
励した。さらに、①託児所と幼児園は幼児の年齢で区
分し、0 ～ 3歳未満の子どもは託児所で受け入れ、3 ～
6歳の子どもの受け入れは幼児園とする。混合して受け
入れるものは年齢ごとの受け入れ人数に応じて、幼児
園付属託児クラス（3歳以上が多いもの）あるいは託
児所付属幼児クラスとする。②各タイプの託児所・幼
児園に対し「統一指導、行政機関による役割分担管理」
を原則に、1）教育部、衛生部がそれぞれ関係する政策、
法規、教育内容、方法、幼児の保健などの指導に責任
を負う。2）運営主体（工場や企業団体、農村の生産隊
など）が幼児園・託児所の経費、人事、建物設備及び
日常の運営管理に責任を負う。その後、1958年9月国務
院が公布した「関与教育工作の指示」により、全国に
わたって3年から5年にかけて、就学前の子どもの大半
数を託児所と幼児園に入らせることが表明された。
この時期では、乳幼児教育・保育機関は、子どもの
年齢によって、「託児所」と「幼児園」に分けられた。「託
児所」は衛生部が管轄し、乳児保育機関として位置づ
けられる。一方、「幼児園」は制度上の管轄は、教育面
を教育部が、保健衛生面を衛生部が担当する。
このように、社会主義計画経済期では、「託児所」も
「幼児園」も全て公的なもの（教育部門運営のもの、行
政機関・事業部門・国営企業運営のもの、住民自治体
運営のもの、人民公社運営のもの等）で、サービス対
象は各自の所属部門の職員や地域住民に限定され、保
育料は給食費を除いてほぼ無料であった。「託児所」も
「幼児園」も、父母の就労形態に合わせて、全日制、寄
宿制と季節性などを開設し、それぞれが担うべき年齢
段階の乳幼児の保育・教育を提供していた。
小括
中国成立後から改革開放（1949年～ 1977年）まで
の計画経済期では、政府は女性の経済建設する社会参
加を促進するために託児所を増設したことがわかった。
だが、この時期の託児所は子どもを預かることを主な
機能として発揮している。また、託児所を増設すると
ともに保育制度の萌芽が見られる。さらに、計画経済
体制の下で公的な託児所主流として行われている。
2．改革開放から1991年までの市場
経済期への移行期　　　　　　
（1978年〜 1991年）
鄧小平の指導体制の下で、1978年12月に開催された
中国共産党第十一期中央委員会第三回全体会議で中国
国内体制の改革および対外開放政策が実施された。そ
の後、1982年9月に中国共産党第12期中央委員会におい
て、「計画経済を主導、市場調整を補足」という方針が
打ち出された。つまり、市場経済への移行期となって
いる。
経済体制を改革するにつれて、各自治体、企業、社
区などの主体が各類型の託児所・幼児園を開設した。
1980年末の「人民日報」によると、22 ヵ省・市・自治
区などの統計データにより、全国の各類型の託児所・
幼児園は988,000 ヵ所があり、乳幼児の入所率は28.2％
に達した。2017年の「0 ～ 3歳未満の子ども託育サービ
ス業白書」により、1981年の上海市において、民営の
託児所の便利性、ニーズ対応性などのメリットがある
ことから、民営の託児所が流行り、その数は562 ヵ所
に及んだ。その結果、上海市の半分の子どもが民営の
託児所に預けられた。また、1982年の広東省番禺県で、
入所率は54％に達した。この時期で、婦女連合会は家
庭託児所を開設することを提唱するため、1985年北京
市の家庭託児所は3歳未満児を受入れ、入所率は34.4％
になった。
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この時期に、民営の託児所の増加に対して、託児所
に関する規定が出されるようになった。具体的には、
1981年6月衛生部婦幼衛生局「3歳前小児教養大綱（草
案）」は託児所の教育任務が確定され、養育原則が明確
にされている。また、1985年12月、衛生部が公布した「託
児所･幼児園衛生保健制度」により、託児所･幼児園内
の子どもの飲食、衛生、疾病予防などの内容が定めら
れた。
小括
1978年の改革開放から1991年までの市場経済への移
行期（1978年～ 1991年）において、市場経済へ転換す
るとともに、開設された各類型の民営託児所と公的な
託児所が併存する時期であったことがわかった。また、
託児所の運営に関する規定を定めた。
3．1992年市場経済確立以降から現
在までの市場経済期　　　　　
（1992年〜現在）
1992年市場経済確立以降から現在までの市場経済期
（1992年～現在）では、二つの段階を分ける。第1段階
（1992年～ 1998年）は市場経済確立以降から各類型の保
育機関が減少した段階である。第2段階は、1999年から
の早期教育機関が発展する段階である。
【第1段階（1992年〜 1998年）の市場経済確立以降か
らの保育機関の減少期】
1992年10月、中国共産党第十四期全国人民代表会議
において、社会主義市場経済体制の確立が提起された。
これによって、1992年7月国務院で「国有所有制企業・
集団所有制企業に関する経営方式の転換についての条
例」が採択され、企業に労働人事権、給与体系決定権
を与えることを規定した。さらに、1993年11月、中国
共産党第14期中央委員会第3回全体会議「関与建立社
会主義市場経済体制若干問題の決定」により、経済改
革の目標は社会主義市場経済の構築することを決定し、
国有企業改革の方向が現代の企業制度を設けることも
示された。
一方で、市場経済システムが取り入れられて以降、
1993年「中国教育改革と発展に関する綱要」を公表し、
社会主義市場経済システムへの転換に相応しい教育の
あり方として、教育機関は、今後可能なかぎり経営方
式を多元化し、社会の各方面から資金を調達すること
を奨励した。また、1994年7月5日（1995年施行）、第8
期全国人民代表大会常務委員会採択された「中華人民
共和国労働法」8は女性の出産休暇を90日以上であると定
めた。
1997年、社会主義市場経済体制下の国有企業が本格
的な改革が始まったことによる保育機関の変化につい
ては、一見は「託児所」は経営難により閉鎖し、近隣
の幼児園に吸収・合併されたりするものがある一方、
有力な「託児所」の場合は、自力で保育年齢を上へ延
ばして幼児園に改制したりするものあり、3歳未満児（2
歳半からの場合が多い）は「託児クラス」として、「幼
児園」に併設されるものが多くなったことを指摘した。
保育機関変化の原因について、劉郷英は1980年代以降
実施した一人っ子政策と、90年代国有企業の改革によ
る早期退職女性、祖父母および農村出身のベビーシッ
ターなどの余剰人口の育児参加によって、乳児の集団
保育ニーズが急速に減少し、とりわけ0歳児の集団保育
は基本的になくなったことを指摘した。さらに、斎は
公的育児施設が担っている育児、特に3歳未満の子ども
の育児は市場経済の進行とともに公的育児施設の激減
により、子どもの保育は個々の家庭で行われるように
なり、幼児園は就学前の教育として重視される一方、3
歳未満の子どもの育児は公的保育から私事化されるよ
うになったことを明らかにした。
【第2段階の1999から現在までの早期教育発展期】
8 「中華人民共和国労働法」第58条。
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1999年6月13日、国務院は「中共中央国務院関与深化
教育改革、全面推進素質教育の規定」を公布し、乳幼
児体の発達と知力開発、早期教育の科学的知識と方法
の重要性を表明した。
1990年代末頃から、国の方針としての「科学的な早
期教育」政策の影響で、社会全体が積極的に0歳から家
庭教育サポートをするようになっている。例えば、「親
子園」または「親子活動」と呼ばれるものがあり、0 ～
6歳の子どもの親が週末や平日の特定の日に幼児園ある
いは地域のセンターに集まって、専門家からの健康指
導、育児指導を受けたり、親子で自由に遊んだり、一
緒に様々な活動を行ったりするものである。
20世紀に入って、早期教育を重視することに関わる
制度・政策については、2001年5月、「中国児童発達綱
要（2001 ～ 2010年）」を公布し、0 ～ 3歳未満の子ども
の早期教育を発展し、0 ～ 3歳未満の子どもに対する教
育体制を整えることを表明した。同年9月、教育部は
新しい幼児教育綱要である「幼児園教育指導綱要」を
発表し、幼児園は乳幼児のための保育・教育の総合的
な機関として位置づけた全国幼児教育改革をおこない、
社会の発展と時代のニーズに適応した指針を提示した。
また、2003年、国務院は教育部などの部門が制定し
た「関与幼児教育改革及び発展の指導意見」により、
この5年（2003 ～ 2007年）の幼児教育目標が提出された。
具体的には、公立の幼児園をモデルとして公立と私立
の幼児園を結合させ、正規と非正規の教育を結合させ
ることである。都市部と農村部の特徴により、社区を
基礎としてモデル幼児園を中心とし、多様な形式で幼
児教育のネットワークを作ることである。この目的は0
～ 6歳の子どもと家庭に早期保育と教育を提供すること
である。
2007年1月、国務院、「人口計画生育工作全面強化、
人口問題を解決する決定」を打ち出し、乳幼児の育て
と家庭教育科学的な知識を普及し、乳幼児教育を展開
することを決めた。
2010年5月、中国政府は「国家中長期教育改革と発展
綱要（2010年～ 2020年）」を公布し、「基本的に就学前
教育を普及させる」という方針を打ち出し、0 ～ 3歳未
満の子どもの教育を重視することを求めている。2011
年8月、「中国児童発達綱要（2011 ～ 2020年）」により、
総合的に早期発展を促進し、0 ～ 3歳未満の子どもに科
学育児指導を展開し、公益性普恵性児童総合発展指導
機構を開設して0 ～ 3歳未満の子ども早期教育専門人材
の育成することを定めた。
さらに、2012年から上海市、北京市などの14の地域に、
0 ～ 3歳未満の子どもの早期教育拠点を設立した。この
目的としては、乳幼児期の教育・管理、サービスなど
の分野に探索して行くことであった。それ以降は、早
期教育拠点が設立された影響を受けて、2013年6月、「国
家教育事業発展第十二個五年計画」は就学前機構、早
期教育指導機構に対する管理と教育教学の指導を強化
すること、幼児園を拠点として、0 ～ 3歳未満の子ども
の早期教育指導サービスが多様化されることを定めた。
また、2014年12月、「貧困地域児童発達計画(2014年～
2020年）」では、ボランティア教育拠点をもとに、0 ～
3歳未満の子ども及び0 ～ 3歳未満の子どもがいる家庭
に早期保育教育指導サービスを提供することを決めた。
国の一連の早期教育に関わる制度・政策を打ち出し
たことにより、早期教育機関が急速に発展してきた。
現在の早期機関については、陳（2018）は保育機関で
はなく、民間会社が運営している乳幼児向け塾のよう
な機関であり、およそ11,400 ヵ所があることを指摘した。
一見は早期機関のサービスを利用する場合、高額な料
金が必要なため、実際に利用できるのは富裕層家庭に
限定されている現状であることを指摘した。
小括
1992年市場経済体制の確立以降から現在までの市場
経済期（1992年～現在）では、社会主義市場経済体制
下の国有企業改革により、公的な保育機関が激減し
た。一方、国の方針としての「科学的な早期教育」と
いう政策の影響で、就学前の子どもの教育も重視され
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つつ、家庭保育への公的な支援をするようになってい
る。また、一連の早期教育に関わる制度・政策の実施
と、2012年から上海市、北京市などの14の地域に、0 ～
3歳未満の子どもの早期教育拠点を設立したことにより、
早期教育の制度化がされるようになった。さらに、社
会主義市場経済に相応しい多元な経営方式の早期教育
機関は子どもの教育と保育を提供している。
結論
これまでに述べたように、中国成立後、経済体制改
革は社会全体に影響を与えた。保育の変化もその影響
を受けている。その結果は以下のようになっている。
第1期中国成立後から改革開放（1949年～ 1977年）ま
での計画経済期には、子どもを預かることを主な機能
として発揮している託児所が増設され、保育制度の萌
芽が見られ、公的な託児所が主流であった。
第2期改革開放から市場経済への移行期（1978年～
1991年）には、市場経済へ転換が行われ、開設された
各類型の民営託児所と公的な託児所が併存した。託児
所の運営に関する規定も定められた。
第3期社会主義市場経済期（1992年～現在）は、市場
経済確立以降の国有企業改革により、公的な保育機関
が激減する。その一方で、社会主義市場経済に相応し
い多元な経営方式で子どもの教育と保育を提供する早
期教育機関が現れた。
中国成立後、経済体制の展開の中で公的な保育機関
が激減したことを一因として、祖父母は育児に参加せ
ざるをえないこととなった。しかしながら、祖父母世
代に退職年齢の延長が導入されようとしていることや0
～ 3歳未満の子ども保育制度の整備がなされていない状
況に加え、少子化対策として第二子を生むことも推進
されている。高学歴化が進み、出産後も男女ともに働
くことが一般的な中国社会で、0 ～ 3歳未満の子どもに
対して質の高い保育をどのように整備していくか、喫
緊の課題として検討していく必要がある。
【参考資料】：保育にかかわる制度・政策
年
経済政策の動向 労働政策の動向 保育の動向
備考
制度・政策 具体的内容 制度・政策 具体的内容 制度・政策 具体的内容
1950
1950年4月13日
中央人民政府
委員会「中華
人民共和国婚
姻法」
「男女の権利平等」が定
められた。
1951
毛沢東が「三
年 準 備、10年
経済建設」を
指示した。
1951年2月26日
政務院「中華
人民共和国労
働保険条例」
第16条：女性労働者が産
前産後合計56日の有料休
暇を得られる上に、現物
給付も定められている。
1951年10月1日 政
務院「学制改革
についての決定」
幼児教育を実施する組織は幼児園
である。
1951年、工鉱、企業と農村
合作社に開設された託児所
が急速に増加している。
1952
1952年3月教育部
「 幼 児 園 暫 行 規
程草案」
幼児園は全日制を原則とする方針を
打ち出し、3 ～ 6歳の子どもが入園で
き、幼児の1日の在園時間を8時間か
ら12時間までに変更している。また、
親のニーズに合わせて、夏・冬休み
を取らずに寄宿制幼児園と季節性
幼児園を 開設することを原則とした。
1952年、工鉱、企業、機関、
学校の託児所が2738ヵ所が
ある。大中都市部に託児ス
タンド4346ヵ所がある。
1953
1953年 第1次
五ヵ年計画の実
施は計画経済
体制が確立され
た。
第一次ベビーブームの時期
であった。1957年の第1期
全国人民代表大会第4回に
おいて「新人口論」を提出
し、人口抑制策を説いた。
1954 1954年工鉱、企業に属した託児所が4443ヵ所がある。
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年
経済政策の動向 労働政策の動向 保育の動向
備考
制度・政策 具体的内容 制度・政策 具体的内容 制度・政策 具体的内容
1955
1955年1月「工鉱、
企業自らに応じて
中学校、小学校
幼稚園を設立に関
する規定」
工鉱企業が需要に応じて自ら小・中
学校や幼稚園を設立すると規定して
いる。
1956
1956年2月中国教
育部衛生部と内務
部が連名で「託
児 所と幼 児 園の
発展についての通
知」
1956年2月、中国教育部衛生部と
内務部が連名で「託児所と幼児園
の発展についての通知」を発表し、
教育部が運営する託児所や幼児園
はモデル施設の役割を果たし、工
場や企業団体、農村の生産隊など
が託児所、幼児園を設置することを
奨励した。さらに、①託児所と幼児
園は幼児の年齢で区分し、0 ～ 3歳
未満の子どもは託児所で受け入れ、
3 ～ 6歳児の受け入れは幼児園とす
る。混合して受け入れるものは年齢
ごとの受け入れ人数に応じて、幼児
園付属託児クラス（3歳以上が多い
もの）あるいは託児所付属幼児クラ
スとする。②各タイプの託児所・幼
児園に対し「統一指導、行政機関
による役割分担管理」を原則に、1）
教育部、衛生部がそれぞれ関係す
る政策、法規、教育内容、方法、
幼児の保健などの指導に責任を負
う。2）運営主体（工場や企業団体、
農村の生産隊など）が幼児園・託
児所の経費、人事、建物設備及び
日常の運営管理に責任を負う。
1958
1958年9月国務院
「 関 与 教 育 工 作
の指示」
全国にわたって、三年から五年にか
けて、就学前の子どもの大半数を託
児所と幼児園に入らせる。
1962
1962 ～ 1970年出産ピークと
なった（第二次ベビーブー
ム）。
1966 1966年～ 1976年文化大革命
1971 1971年「計画出産」政策を実施し始める。
1978
1978年、 中 国
共産党第十一
期中央委員会
第三回全体会
議が開かれた
で计划经济体
制に市場経済
体制を導入した
（1978—1984 
年）。
改革開放
政 策を実
施すること
を決めた。
1978年、 中 国 成 立 以 降、
初めて計画生育政策が法律
に定めた。
1979
1979 年 6月18日，
第5回人民代表第
2回会議の「政府
工作報告」
託児所と幼児園の発展を十分に重
視し、幼児教育を高める。
1979「工業企
業衛生基準」
「女性労働者が多い職場
では職場内あるいは職場
付近に託児所、妊婦休憩
室を設置する」と規定して
いる。
1979年7月-8月，教
育 部、 衛 生 部、
計画生育委員会
などの13部門が全
国託幼会議が開
かれた。
国務院が託幼工作を順調に進める
ために、「託幼工作リー ダ グール プー」
を成立した。
1979年10月，国務
院が「全国託幼
工作会議紀要」
託幼事業が社会性質の事業である
ため、全党と全社会の重視と関心
が必要となっている。
1980
1980年11月，衛生
部が「都市託児
所工作条例（試
行草案）」
託児所は0 ～ 3歳未満の子どもの集
団保育施設、必ず保育を主にして、
保育と教育共に大事にする方針を打
ち出した。
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年
経済政策の動向 労働政策の動向 保育の動向
備考
制度・政策 具体的内容 制度・政策 具体的内容 制度・政策 具体的内容
1981
1981年6月衛生部
婦 幼 衛 生 局「3
歳前小児教養大綱
（草案）」
託児所の任務が確定され、養育原
則が定められた。
1982
1982年9月に中
国共産党第12
期中央委員会
計画経済
を主導、
市場調整
を補足。
1982年一人っ子政策が全面
実施。
1984
1984 年10 月中
国共産党第12
期三中全会「中
共中央関与経
済体制改革的
決定」
社会主義
経 済は公
有 制を基
礎として、
商品経済
を加えてい
ることを正
式に提 出
した。
1985
1985年12月、 衛
生部、「託児所･
幼児園衛生保健
制度」
託児所･幼児園内の子どもの飲食、
衛生、疾病予防を定めた。
1989
1989年8月、国家
教育委員会「幼
児園管理条例」
幼児園での3歳以上の子どもに対し
て保育・教育を定めた。
1991
1991年9月（1992
年1月実 施 ）、 人
民代表大会、「未
成年保護法」
法律が保障する未成年者の教育を
受ける権利、乳児の初期成長過程
での発病と死亡の危険を解消。
1992
1992年7月国務
院は「国有所
有 制 企 業・集
団所有制企業
に関 する経 営
方 式の転 換に
ついての条例」
企 業に労
働人事権、
給与体系
決 定 権を
与えた。
1992年2月国務院、
「90年 代 中 国 子
どもの発達計画綱
要」
社区を拠点として、保育施設を開設
し、学校、社区と家庭を結合させ子
どもを教育する。「社区学前教育」（プ
レーステ シーョン保育）始また。
1992年春節鄧小平の「南
巡講話」（計画と市場はい
ずれも経済的手段である）
は中国社会に大きな転換点
をもたらした。
1992年10月，中
国 共 産 党 第
十四期全国人
民代表会議
社会主義
市場経済
体 制の確
立が提起
された。
1993
1993年2月、国務
院、「中国教育改
革と発展に関する
綱要」
就学前教育機関経営方式を多元化
する。
1993年11月，中
中国共産党第
十四期中央委
員会第三回全
体会議[関与建
立社会主義市
場経済体制若
干問題の決定」
経済改革
の目 標 は
社会主義
市場経済
の構 築 す
ることを決
定した。ま
た、 国 有
企業改革
の方 向 が
現 代の企
業 制 度を
設ける。
1993年以降、社会市場経
済体制の確立につれて、国
有企業の託児所と幼稚園が
大幅に減少していく。
1994
1 9 9 4 年 7 月 5
日（1995年 施
行）、第8期全
国人民代表大
会常務委員会
採択され、「中
華人民共和国
労働法」
第58条：女性出産休暇90
日以上と定めた、妊娠期
間の特別保護労働時間に
関する規制（原則1日8時
間、週平均44時間以内
等）賃金（同一労働同一
賃金の原則、各地方（省）
休暇に関する規則（原則
最低1日の休暇、法定休日、
年次有給休暇等）女子・
未成年の保護（出産・授
乳休暇、危険労働禁止
等）。
1994年12月、 教
育委員会「託児
託児所の保健設備、職員の規定、
保教結合。
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年
経済政策の動向 労働政策の動向 保育の動向
備考
制度・政策 具体的内容 制度・政策 具体的内容 制度・政策 具体的内容
所・幼 児 園 衛 生
保 健 管 理 方 法 」
（2010年 改 正 さ
れ、施行の同時に
旧管理方法が廃
止。
1996 1996年教育部「幼児園工作規程」
1997
1997年から、国有企業改革
が本格的に進んでいる。国
有企業は大規模に託児所と
幼稚園の社会事業を分離し
始めた。多くの企業は社会
福利機能からはなれて、機
関を合理的に改革するため
に、公立幼児園、特に国
有企業付属幼児園を閉園し
た。
1999
1999 年 6月13日、
国務院、「中共中
央国務院関与深
化教育改革、全
面推進素質教育
の規定」
乳幼児体の発達と知力開発、早期
教育の科学的知識と方法の重要性
を表明した。
早期教育が登場しつつある。
従来の託児所は単独には
存在しなくなり、教育機関
である幼児園の託児部ない
し「小々クラス」1歳児また
2歳児から保育として合併吸
収されることが多くなる。いわ
ゆる「託幼一体化」。
2001
2001年5月、「 中
国 児 童 発 達 綱
要（2001 ～ 2010
年）」
0 ～ 3歳子どもの早期教育を発展し、
0 ～ 3歳子どもの教育体制を整える、
かつ、次の10年間に子どもの権利
全般の実現に向けて生涯発達の基
礎固めの観点から努力を継続しようと
している。
2001年9月、教育
部、「幼児園教育
指導綱要」
幼児園は乳幼児のための保育・教
育の総合的な機関である。
2002
2002年9月1日、「人口及び
計画出産法」施行、国は
基礎年金保険＜基本養老
保険＞、基礎医療保険、出
産保険及び社会福祉等の
社会保障制度を確立・整備
して、計画出産を促進する。
晩婚晩産の公民は、結婚
休暇、出産休暇延長の報
奨又はその他の福祉待遇を
受けることができる。女性の
妊娠、出産、哺乳期間中は、
国の関係規定に従って特別
の労働保護とともに、援助及
び補償を受けることができる。
第2子の出産を求めることが
できる。
2003
2003年、 国 務 院
は教育部などの部
門が制定した「関
与幼児教育改革
及び発展の指導
意見」
この5年（2003-2007年）の幼児教
育目標を提出した。具体的には、公
立な幼児園をモデルとして社会力量
の幼児園を主体として公立と私立を
結合させ、正規と非正規の教育を結
合させることである。都市部と農村
部の特徴により、社区を基礎としてモ
デル幼児園を中心とし、多様な形式
な幼児教育のネットワ クーを作る。目
的は0-６歳の子どもと家庭に早期保
育と教育を提供することである。
2003年から国家労働・社会
保障部が ｢育嬰師｣ という
乳幼児の早期のケアと教育
についての専門資格を新 た
に設けるようになった。
2007
2007 年 6月29
日、 人 民 代 表
大会常務委員
会、「中華人民
共和国労働契
約法」
女子の従業員が妊娠、出
産、哺乳の期間内である
場合，労働契約を解除す
ることができない。
2007年1月、国務
院、「人口計画生
育工作全面強化、
人口問題を解決す
る決定」
乳幼児育てと家庭教育科学的な知
識を普及し、乳幼児教育を展開す
る。
2010
2010年5月「国家
中長期教育改革と
発展綱要(2010 ～
2020年)」
基本的に就学前教育を普及させるも
ので、0 ～ 3歳未満の子どもの教育
を重視する。
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年
経済政策の動向 労働政策の動向 保育の動向
備考
制度・政策 具体的内容 制度・政策 具体的内容 制度・政策 具体的内容
2011
2011年8月、「 中
国 児 童 発 達 綱
要（2011 ～ 2020
年）」
総合的に早期発展を促進、0 ～ 3
歳未満の子どもに科学育児指導を
展開し、公益性普恵性児童総合発
展指導機構を開設して0 ～ 3歳未満
の子ども早期教育専門人材の育成
する。
2012
2012年「 女 性
職員の労働保
護特別規定」
出産休暇は98日（産前15
日を含む）を定めた。
2012年から上海市、北京市
など14の地域に0 ～ 3歳未
満の子どもの早期教育拠点
を成立する。その重点は、
乳幼児期の教育・管理、サー
ビスなどの分野に探索してい
くことである。
2013年12月から「 単 独 二
子」の政策を実施した。夫
婦のどちらが一人っ子である
場合、二人目の子どもを生む
ことが可能。
2013
2013年6月、「 国
家教育事業発展
第十二個五年計
画」
就学前機構、早期教育指導機構に
対する管理と教育教学の指導を強
化する。幼児園をもとに、0 ～ 3歳
未満の子ども早期教育指導サ ビース
を多様化にする。
2014
2014年12月、「 貧
困地域児童発達
計画(2014 ～ 2020
年）」
支援教育拠点をもとに、0 ～ 3歳未
満の子ども及び家庭に早期保育教
育指導サ ビースを提供する。
2016
2016年 教 育 部は
「 幼 児 園 工 作 規
程」の改正
幼児園の規模、安全、人員設備な
どを改めて定めた。
2016年1月1日、「人口及び
計画出産法」改正案、全
面的に第二子を生むことを提
唱する。
2017
2017年「 女 性
職員の労働保
護規定」改定
出産に関わる休暇日数、
給料、男性育児休暇、生
産給付などのことを改めて
定めた。
（年表作成途中）
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